8-4-30　ＰＭ専門委員会
1. PM専門委員会予算

1,000,000円

2. 主な活動の記録

(1) PM専門委員会の開催

主に建設コンサルタントがインフラ整備事業に関するCM/PM関連業務へ参画し、業容の拡大を図ることを目的として、平成18年度の専門委員会は11回開催した。
(2) PMセミナー2006の開催

　a)セミナーの概要

　　・日時：平成18年6月6日

　　・場所：弘済会館

　　・参加人数：84名

　b)セミナーの内容

　①「委員会活動報告およびCM/PM業務受注実態調査結果について」

　　・平成17年度の本委員会活動の主な内容と平成15年度（平成12～14年度）および平成17年度（平成15～16年度）に実施したCM/PM業務受注実態調査結果について、発注機関、契約形態、契約額、業務分野等の推移について報告し今後の展望についての見解を示した。

　　②「建設マネジメントの方向性について（品確法を中心に）」（講師；国土技術政策総合研究所；濱田俊一研究官）

　　・品確法制定の背景と今後の公共工事の発注方式、コンサルタントの活用等についての講演を行った。

 (3) 平成18年度マネジメントセミナーへの参画

　親委員会であるマネジメントシステム委員会の傘下の専門委員会として参画した。

　a）セミナーの概要

　　・　開催日：平成18年7月5日～31日

· 場所：建コン協9支部提供の会場

· 参加人数：約680名（44～138名）

b）セミナーの内容

①第3講「CM/PM業務の今後の取り組み」を担当

・平成17年度に制定された品確法の背景、関連する発注方式等あらましと、建設コンサルタントがこの法律の制定によりどの場面で活躍できるか等の関わり、および平成17年度に実施したCM/PM業務受注実態調査をベースにCM/PM業務の受注状況と今後の展望について講演した。

(4) 新業務体系検討WGへの参加

本専門委員会は、新業務体系検討WGの3分科会のうち第三分科会「発注関係事務および工事監理業務（設計監理含む）の導入に関する事項」を担当し、12月の国交省との意見交換会への資料作成等を行った。

主な内容は下記のとおりである。

a）発注関係事務および工事監理（設計監理含む）の導入に関する事項

①「品確法の発注関係事務への参画について

・品確法の概要（背景、関係条文等）

②品確技術者制度の整理

・各地域（各地整）の制度の取りまとめ

③建設コンサルタントのCM/PM業務受注実態調査

・本専門委員会が実施した平成12年度～平成16年度のCM/PM業務受注実態調査より発注関係事務の実績を紹介

④参画についての要望

　　・建設コンサルタントの発注関係事務への参画についての要望のまとめ

（5）インフラCM研究会との意見交換会

　本専門委員会と「インフラCM研究会」で今後のCM等業務の受注拡大と両組織の一本化について意見交換を実施した。その結果、同研究会で作成された手引書も含め、本委員会が引き継ぐことで一本化することとなった。
3. 次年度の活動について
品確法を足がかりにマネジメント業務領域の拡大を目指し、CM/PM関連業務に関する調査・研究を行うとともに、協会員並びに発注者を含めたPMセミナーおよびマネジメントシステムセミナーを実施しマネジメント業務の理解と普及を図る。

（PM専門委員会委員長　寺尾　敏男）

